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証券コード　5283
平成29年９月11日

株 主 各 位
長野県長野市大字鶴賀字苗間平1605番地14

代表取締役社長 髙見澤　秀　茂

第67期定時株主総会招集ご通知

　拝啓　平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当社第67期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の
議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成29年９月25日（月曜日）午後５
時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

1. 日 時 平成29年９月26日（火曜日）午前10時
2. 場 所 長野県長野市大字鶴賀字苗間平1605番地14

高見澤ダイヤモンドビル　９階会議室
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1.　第67期（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）
事業報告、連結計算書類の内容報告並びに会計監査人及
び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2.　第67期（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案
第５号議案
第６号議案

剰余金の処分の件
株式併合の件
定款一部変更の件
取締役12名選任の件
会計監査人２名選任の件
当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）
継続の件

以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。

◎　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正
が生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.kk-
takamisawa.co.jp/ir/）にて、修正後の内容を掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年７月１日から
平成29年６月30日まで)

1.　企業集団の現況

(1）当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策等を背景に雇用

所得環境が改善傾向にあるなど、全体的には緩やかな回復基調で推移いた

しました。一方、低迷していた個人消費は、後半にきて持ち直しの兆しが

みえたものの、未だ景気回復に弾みが付く状況には至っておりません。ま

た、米国新政権の政策運営や英国・ＥＵの離脱交渉、地政学的緊張の増大

等、海外の政治経済動向が世界経済に及ぼす影響が懸念される状況にあり

ます。

このような経営環境の中にあって、当社グループの当連結会計年度の実

績は、売上高53,818百万円（前連結会計年度比10.5％増）、営業利益846百

万円（前連結会計年度比10.6％減）、経常利益859百万円（前連結会計年度

比22.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益664百万円（前連結会計年

度比5.3％減）となりました。

セグメント別の状況は、次のとおりであります。

（建設関連事業）

営業エリアの拡大、付加価値品の販売増強等により、公共工事及び民間

工事における建設資材の販売・納入が順調に推移し、増収増益となりまし

た。

この結果、建設関連事業の売上高は12,119百万円（前連結会計年度比

25.3％増）、営業利益は388百万円（前連結会計年度比60.8％増）となりま

した。

（電設資材事業）

電設資材事業は、公共工事及び民間企業の設備投資需要が持ち直し、売

上高は回復したものの、価格競争が激化するなど利幅が縮小し、増収減益

となりました。

この結果、電設資材事業の売上高は27,724百万円（前連結会計年度比

5.0％増）、営業利益は410百万円（前連結会計年度比6.6％減）となりまし

た。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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（カーライフ関連事業）
石油部門では、燃料油の販売単価上昇により増収となったものの、利幅

縮小により減益となりました。オート部門では、車両関連商品の販売に努
めましたが、車検、車両販売ともに低調に推移し、売上高は前年並みを確
保したものの減益となりました。
この結果、カーライフ関連事業の売上高は7,118百万円（前連結会計年度

比0.5％増）、営業利益は105百万円（前連結会計年度比46.9％減）となり
ました。
（住宅・生活関連事業）

主な事業として、農産物部門では、きのこ加工品の販売量が増加したこ
とやきのこ培地の販売が順調に推移し、増収増益となりました。不動産部
門では、建売分譲物件の販売が減少したものの、賃貸管理物件が増加し、
減収増益となりました。
なお、当連結会計年度より株式会社ナガトク、株式会社セイブ及び同社

子会社の株式会社スマイルハウスをそれぞれ当セグメントに加えておりま
す。
この結果、住宅・生活関連事業の売上高は6,855百万円（前連結会計年度

比23.7％増）、営業利益は258百万円（前連結会計年度比22.1％増）となり
ました。

セグメント別売上高 （単位：百万円）

期　別

セグメント別

第66期（前連結会計年度）
平成28年６月期

第67期（当連結会計年度）
平成29年６月期

前連結会
計年度比
増 減金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％

建 設 関 連 9,670 19.9 12,119 22.5 25.3

電 設 資 材 26,403 54.2 27,724 51.5 5.0

カ ー ラ イ フ 関 連 7,080 14.5 7,118 13.2 0.5

住 宅 ・ 生 活 関 連 5,540 11.4 6,855 12.8 23.7

合 計 48,694 100.0 53,818 100.0 10.5

②　設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の

総額は452百万円で、その主なものは次のとおりです。
・当連結会計年度中に取得した主要設備

住宅・生活関連事業　当社特産事業部　　農業資材設備の増設
住宅・生活関連事業　当社不動産事業部　賃貸用アパートの購入
建設関連事業　　　　当社建設事業部　　大型トラックの購入

③　資金調達の状況
当連結会計年度におきましては、特記すべき事項はありません。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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(2）直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第64期

平成26年６月期
第65期

平成27年６月期
第66期

平成28年６月期
第67期(当連結会計年度)
平成29年６月期

売 上 高(百万円) 57,252 55,972 48,694 53,818

経常利益(百万円) 1,072 1,322 705 859

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(百万円) 580 1,062 701 664

１株当たり当期純利益(円) 68.00 124.36 82.36 79.06

総 資 産(百万円) 28,142 28,053 27,046 33,100

純 資 産(百万円) 6,699 8,043 8,401 9,466

１株当たり純資産(円) 754.13 907.89 966.21 1,044.77

(3）重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況　　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

昭和電機産業株式会社 750 100.0
電設資材・産業機器・空調システム
の販売及び空調計装工事

直江津臨港生コン株式会社 50 74.0 生コンクリートの販売

オギワラ精機株式会社 10 82.5 農業用機械製造販売

株式会社アグリトライ 44 52.3 建築工事

信州電機産業株式会社 40 (100.0)
電設資材・産業機器・空調システム
の販売及び空調計装工事

株 式 会 社 ナ ガ ト ク 10 95.0 漬物類・土産品の販売

株 式 会 社 セ イ ブ 10 99.5
土地販売・中古住宅販売・建売住宅
販売・注文住宅（２×４）販売

株式会社スマイルハウス 20 (100.0) 土木建築工事の設計、施工、監理

上 燃 株 式 会 社 10 66.6
石油製品販売、自動車買取・販売、
自動車整備業、損害保険代理業他

万元

溜博高見澤混凝土有限公司 3,200 64.6 生コンクリートの製造販売
百万円

烟台市長野建材有限公司 170 95.0 生コンクリートの製造販売

（注）１．議決権比率欄の（　）内は間接保有を含めた所有割合であります。

－ 4 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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２．株式会社ナガトクは前連結会計年度において非連結子会社でありましたが、重要性が

増したため、連結の範囲に含めております。

３．株式会社セイブ及び同社子会社の株式会社スマイルハウスは株式の取得により子会社

となったため、平成28年12月31日をみなし取得日として連結の範囲に含めております。

４．上燃株式会社は株式の取得により子会社となったため、平成29年６月30日をみなし取

得日として連結の範囲に含めております。

(4）対処すべき課題

当社グループは、営業力を強化しコスト削減等を図ると共に、新分野へ進

出し、より強い経営体質へ向け改善を図ってまいりました。

今後、以下の重点施策を実施していきたいと考えております。

①　拠点・業務エリアの拡大と新業態への挑戦

商材・商圏が拡大可能なこの時期を逃すことなく、各事業部の現状拡大

策を更にスピードアップさせる。

②　人材の育成と採用の強化

「企業は人なり」の精神に鑑み、30年先も企業が生き残ることができる

人材育成と積極的な採用の強化に努める。

③　適正価格の追求

コストアップ分を適正に授受し、製品・サービスの質を高め、顧客価値

を更に拡大することにより、利益率の向上と更なるコストダウンの継続を

図る。

そして、これからもお客様から選ばれる企業になると共に、将来にわた

り持続的な成長を遂げていくため、高い倫理観を持ってコンプライアンス

経営を重視し、安定した収益を創出できる企業グループとして、更なる成

長発展を目指して、経営基盤の充実と業績の向上に努めてまいります。ま

た、経営環境の変化により、リスクも多様化、高度化していることから、

内部統制を強化し、法令順守の徹底を図り、経営リスクを最小化してまい

ります。

－ 5 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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(5）主要な事業内容（平成29年６月30日現在）

当社グループは、多業種にわたり事業展開を行っており、事業の種類別の

セグメントは以下のとおりです。

セグメント区分 主 要 な 事 業 内 容 会 社

建 設 関 連 事 業

コンクリート二次製品、生コン

クリート・砂利・砂の製造販売

セメント他建設資材の販売

土木建築の請負、建築工事

貨物自動車運送

株 式 会 社 高 見 澤

直江津臨港生コン株式会社

溜博高見澤混凝土有限公司

山 東 建 澤 混 凝 土 有 限 公 司

烟 台 市 長 野 建 材 有 限 公 司

電 設 資 材 事 業
電設資材、産業機器

空調システム等の販売

昭和電機産業株式会社

信州電機産業株式会社

カーライフ関連事業

石油製品の販売

自動車の販売・整備・賃貸

損害保険代理業務

株 式 会 社 高 見 澤

上 燃 株 式 会 社

住宅・生活関連事業

不動産売買・媒介及び管理

一般廃棄物、産業廃棄物の処理

処分とその収集運搬事業

青果物の販売、肥料の販売

食品加工品の製造販売

ゴルフ練習場の経営

ゴルフ用品の買取、販売

農業用機械の製造販売

ミネラルウォーターの製造販売

ケーブルテレビ局経営

チーズ類の加工及び菓子類の製

造販売

発電事業及び電気の供給・販売

に関する事業

漬物類・土産品の販売

株 式 会 社 高 見 澤

オギワラ精機株式会社

株式会社アグリトライ

テレビ北信ケーブルビジョン株式会社

株 式 会 社 ナ ガ ト ク

株 式 会 社 セ イ ブ

株式会社スマイルハウス

（注）１．山東建澤混凝土有限公司は持分法適用関連会社であります。

２．テレビ北信ケーブルビジョン株式会社は持分法非適用関連会社であります。

－ 6 －

主要な事業内容
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(6）主要な事業所（平成29年６月30日現在）

①　当社の主要な事業所

本 社 長野県長野市大字鶴賀字苗間平1605番地14

特 産 事 業 部 長野県中野市

建 設 事 業 部
長野県長野市、中野市、上高井郡小布施町、
愛知県名古屋市

生 コ ン 事 業 部 長野県長野市、上田市

石 油 事 業 部 長野県長野市、中野市、須坂市

オ ー ト 事 業 部 長野県長野市

コ ン ク リ ー ト 事 業 部
長野県上高井郡小布施町、中野市、上田市、
松本市、上伊那郡宮田村、茅野市、
埼玉県上尾市

上 越 支 店 新潟県上越市

中 国 事 業 部 長野県長野市

環境エンジニアリング事業部 長野県上田市

ボトルウォーター事業部
長野県下高井郡山ノ内町、松本市、上田市、
新潟県新潟市

ラクティライフ事業部 長野県小諸市

不 動 産 事 業 部 長野県長野市

営 業 開 発 事 業 部 長野県長野市

②　子会社

昭和電機産業株式会社

長野県長野市、上田市、佐久市、松本市、
飯田市、諏訪市、伊那市、東御市、
山梨県甲府市、新潟県上越市、長岡市、
新潟市、南魚沼市、柏崎市、三条市、
岐阜県中津川市、東京都千代田区

直江津臨港生コン株式会社 新潟県上越市

オギワラ精機株式会社 長野県中野市

株式会社アグリトライ 長野県長野市、安曇野市

信州電機産業株式会社 長野県松本市、長野市

株 式 会 社 ナ ガ ト ク 長野県長野市

株 式 会 社 セ イ ブ 長野県松本市

株式会社スマイルハウス 長野県松本市

上 燃 株 式 会 社
長野県上田市、東御市、小諸市、佐久市、
長野市、塩尻市

溜博高見澤混凝土有限公司 中国山東省溜博市

烟 台 市 長 野 建 材 有 限 公 司 中国山東省烟台市

－ 7 －

主要な事業所
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(7）従業員の状況（平成29年６月30日現在）

①　企業集団の従業員の状況

セ グ メ ン ト 区 分 従業員数 前連結会計年度末比増減

建 設 関 連 事 業 241名 1名増

電 設 資 材 事 業 345名 2名減

カーライフ関連事業 234名 152名増

住宅・生活関連事業 127名 37名増

全 社 （ 共 通 ） 16名 1名減

合 計 963名 187名増

（注）１．従業員数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外か

ら当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は含んでおりません。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管

理部門に所属しているものであります。

３．従業員数が前連結会計年度末と比べて、187名増加しましたのは、主に株式会社ナガト

ク、株式会社セイブ、株式会社スマイルハウス並びに上燃株式会社を連結子会社化し

たためであります。

②　当社の従業員の状況

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

358（143）名 13名増（13名減） 40.5歳 12.8年

（注）　従業員数は就業員数（当社から社外への出向者(３名）を除く。）であり、臨時雇用者数

は、当事業年度の平均人員を（　）外数で記載しております。

(8）主要な借入先の状況（平成29年６月30日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 8,660百万円

長 野 県 信 用 組 合 1,543

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 535

－ 8 －

従業員の状況、主要な借入先の状況
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2.　会社の現況

(1）株式の状況（平成29年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 18,915,000株

②　発行済株式の総数 8,792,000株

③　株主数 1,215名（前期末比58名減）

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

髙 見 澤 　 秀 　 茂 1,167千株 13.89％

髙 見 澤 　 昭 　 二 667 7.94

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 416 4.95

髙 見 澤 　 豊 　 子 350 4.17

髙 見 澤 　 雅 　 人 294 3.51

高 見 澤 　 吉 　 晴 220 2.62

髙 見 澤 　 達 　 郎 181 2.15

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 176 2.09

髙 見 澤 　 　 　 洋 175 2.09

吉 田 知 広 134 1.59

（注）１．当社は自己株式386,281株を所有しておりますが、上記大株主からは除いております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

－ 9 －

株式の状況
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(2）会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況(平成29年６月30日現在)

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 髙見澤　秀　茂

オギワラ精機㈱　代表取締役会長
直江津臨港生コン㈱　代表取締役社長
㈱アグリトライ　代表取締役会長
テレビ北信ケーブルビジョン㈱　代表取締役社長
㈱ナガトク　代表取締役社長
㈱セイブ　代表取締役社長
㈱スマイルハウス　代表取締役社長
上燃㈱　代表取締役社長

専 務 取 締 役 赤 沼 好 宏 営業本部長　建設事業部、生コン事業部担当

専 務 取 締 役 髙見澤　雅　人 経営企画室長　特産事業部、不動産事業部担当

常 務 取 締 役 佐 藤 倫 正
営業副本部長　コンクリート事業部、環境エン
ジニアリング事業部担当

常 務 取 締 役 原 山 稔 明
営業副本部長　石油事業部、オート事業部担当
上燃㈱　取締役副社長

常 務 取 締 役 髙見澤　尊　昭 ㈱アグリトライ　代表取締役社長

常 務 取 締 役 米 山 　 剛 海外事業本部長　中国事業部長、上越支店長

取 締 役 小 林 茂 勝
営業推進部長　営業開発事業部長、ボトルウォ
ーター事業部、ラクティライフ事業部担当

取 締 役 久 保 輝 明 管理本部長

取 締 役 千 野 巳 明 総務部長

取 締 役 小 林 正 樹 昭和電機産業㈱　代表取締役社長

取 締 役 松 本 　 清

長野運送㈱　代表取締役社長
善光寺白馬電鉄㈱　代表取締役社長
上田運送㈱　代表取締役社長
㈱リンギョー　代表取締役社長

常 勤 監 査 役 大 井 文 成

監 査 役 鴇 澤 　 裕
鴇沢会計事務所所長
税理士法人TOKIZAWA&PARTNERS代表社員

監 査 役 金 子 　 肇 金子法律事務所所長

（注）１．取締役松本清氏は、社外取締役であります。

２．監査役鴇澤裕氏及び監査役金子肇氏は、社外監査役であります。

３．監査役鴇澤裕氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものであります。

４．当社は、取締役松本清氏並びに監査役鴇澤裕氏及び監査役金子肇氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

－ 10 －
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②　取締役及び監査役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報酬等の額

取 締 役
（うち社外取締役）

12名
(1名)

204百万円
(2百万円)

監 査 役
（うち社外監査役）

3名
(2名)

16百万円
(2百万円)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

15名
(3名)

220百万円
(5百万円)

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記の支給額には、以下の当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額を含んでおり

ます。

・取締役12名に対し　11百万円（うち社外取締役１名に対し　0百万円）

・監査役３名に対し　 0百万円（うち社外監査役２名に対し　0百万円）

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

・取締役松本清氏は、長野運送株式会社、善光寺白馬電鉄株式会社、上

田運送株式会社及び株式会社リンギョーの代表取締役社長であります。

当社とこれらの会社との間には特別な関係はありません。

・監査役鴇澤裕氏は、鴇沢会計事務所所長及び税理士法人TOKIZAWA& 

PARTNERSの代表社員であります。当社とこれらの法人等との間には特

別な関係はありません。

・監査役金子肇氏は、金子法律事務所所長であります。当社は金子法律

事務所との間で顧問契約を締結しております。

ロ．当事業年度における主な活動状況

地　位 氏　　名 出席状況及び発言状況

取締役 松 本 　 清
当事業年度開催の取締役会16回のうち16回出席しており、
取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための発
言を適宜行っております。

監査役 鴇 澤 　 裕
当事業年度開催の取締役会16回のうち16回、監査役会６回
のうち６回出席しており、監査役の職務の執行に関する事
項についての発言を適宜行っております。

監査役 金 子 　 肇
当事業年度開催の取締役会16回のうち16回、監査役会６回
のうち６回出席しており、監査役の職務の執行に関する事
項についての発言を適宜行っております。

－ 11 －
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(3）会計監査人の状況

①　会計監査人の名称及び氏名

ながの公認会計士共同事務所

公認会計士 輿 石 直 人

同 山 本 弘 樹

②　会計監査人の報酬等の額

報 酬 等 の 額

イ．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24百万円

ロ．当社及び子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他財産上の利益の合計額

29百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、上記イ．の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、契約の相手方が会計監査人両氏が所属
するながの公認会計士共同事務所であるため、各会計監査人の報酬の額を区分するこ
とができず、当事業年度に係る報酬等の額には、両氏に支払う合計額を記載しており
ます。

３．監査役会は、当社と会計監査人との間の監査契約の内容に照らして、監査計画の適切
性、報酬単価の妥当性及び報酬見積りの算出根拠等を総合的に検討した結果、会計監
査人の報酬等について同意を行っております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたしま

す。

－ 12 －
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(4）業務の適正を確保するための体制
当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した

ことは次のとおりであります。

①　当社グループの取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制

・　当社グループは、企業が存続するために必要不可欠な法令遵守を認識
し、全ての役員が公正で高い倫理観に基づき行動することを徹底する
こととする。

・　取締役会は、法令、定款、取締役会規程等に従い、経営に関する重要
な事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監視・監督する。

・　取締役会は、「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、社会的責任
と公共的使命を果たすことを目的として、外部機関と積極的に連携を
とり、反社会的勢力排除に向けた体制を整備する。

・　代表取締役社長は、法令、定款、その他社内規程に従い、会社の業務
執行の決定をし、取締役会決議、その他社内規程等に従い職務を執行
する。

・　取締役は、法令、定款、取締役会決議、その他社内規程等に従い、当
社の業務を執行するとともに、会社の業務執行状況を取締役会規程に
従い取締役会に報告する。

・　監査役は、法令が定める権限を行使するとともに、監査役会規程及び
監査役の監査基準に従い、取締役の職務執行について監査する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・　取締役の職務執行に係る情報については文書管理規程に基づき、適切

かつ確実に保存・管理し、取締役及び監査役は、いつでも取締役会決
議事項の情報を閲覧することができる。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・　全社横断的なリスク管理体制を構築する。
・　各部門においては、法令及び関係規則に基づいたマニュアルやガイド

ラインを遵守し適切な対応を速やかに行うこととする。
・　不測の事態が生じた場合においては、「リスクマネジメント体制」に

より設置された対策本部がかかる任に当たり、対応を協議しながら迅
速に対応する。

・　当社及び当社子会社の連携により、当社グループ全体のリスク管理を
行う。

④　当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制

・　企業理念の具現化に向け、全員参加の経営を基本とし、中長期の基本
経営計画書及び単年度事業計画書を立案し、全社的な目標を設定する。
また、毎月の経営戦略会議において具体的改善策とその施策を実施す
る。

・　取締役の職務執行については、組織規程、職務及び業務分掌規程、職
務権限規程においてそれぞれ詳細に定め、効率的に職務の執行が行わ
れる体制をとる。

－ 13 －
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⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制

・　従業員は、法令、定款はもとより、当社の経営理念に基づき、社内規
程及び組織規程、職務及び業務分掌規程に則り行動する。

・　内部監査室が定期的に内部監査を実施し、その結果を経営層及び監査
役に適宜報告する。

⑥　当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制

・　子会社の経営管理については、関係会社管理規程に基づき、子会社の
自主性を尊重しつつ、担当取締役が統括管理する。

・　担当取締役は、子会社経営層と連携し管理の状態を定期的に取締役会
に報告することとし、代表取締役は、子会社との各種連絡会・協議会
を設置し、情報交換・危機管理の統一等経営の効率化を確保する。

・　子会社は、内部監査室の定期的な監査対象とし、監査の結果を経営層
及び監査役に適宜報告する。

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役か
らの独立性に関する事項

・　監査役がその職務を補助すべき使用人を必要と求めた場合、取締役会
は監査役と協議の上、内部監査室員を監査役を補助すべき使用人とし
て指名することができる。

・　指名された使用人の指揮権は、取締役からの独立性を確保する。
⑧　当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他

の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われるこ
とを確保するための体制

・　当社グループの取締役及び使用人は当社の業績又は業績に与える重要
事項について監査役に都度報告するものとし、職務の執行に関する不
法行為や重要な法令違反、定款違反行為の事実を知った時は、遅滞な
く報告するものとする。

・　前記に拘らず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に
対し報告を求めることができる。

・　その報告を行った当社グループの取締役及び使用人が当該報告を行っ
たことを理由として不利益な扱いを受けることを禁止し、その旨の周
知徹底を図る。

・　監査役は、独立性と権限により、会計監査人、内部監査室との情報交
換に努め、緊密な連携をとりながら監査の実効性を確保する。

・　監査役が職務を執行する上で必要となる費用について会社に請求を行
った場合は、監査の職務の執行に必要でないと明らかに認められる時
を除き、会社は速やかに支払うものとする。

⑨　財務報告の適正性を確保するための体制
・　当社は金融商品取引法に基づき、財務報告の適正性及び信頼性を確保

するため、「内部統制規程」を定め、財務報告に係る内部統制の評価
と有効性の判断を行い、適切に運用されているか確認する。

－ 14 －
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(5）業務の適正を確保するための体制の運用状況

取締役会は、取締役12名（うち社外取締役１名）で構成され、毎月１回以

上の定例取締役会を開催し経営の基本方針、法令で定められた事項及びその

他経営に関する重要事項について協議・決定をするとともに業務執行状況を

監督しております。また、グループ会社の取締役会においても全てのグルー

プ会社に対して当社の役員が派遣されており、取締役会に出席して意見を述

べるなど、グループ全体の経営に関与しております。

反社会的勢力排除に向けた取り組みとしては、公益財団法人長野県暴力追

放県民センターに加入し、定期的に行われる情報交換会及び研修会に参加し

ております。また、所轄官庁など外部機関と連携しております。

内部監査の組織として「内部監査室」（専任３名）を設置し、業務活動全

般に関し、その計画・手続の妥当性や業務実施の有効性の確認を行っており

ます。また、財務報告の適正性及び信頼性を確保するため、「内部統制規程」

に基づき評価を行っております。子会社においても定期的に監査を実施し、

監査の結果を取締役会及び監査役に報告しております。

監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成されており、２名

の社外監査役はそれぞれ高い専門性を有しております。

監査役は、策定された監査方針及び監査計画に基づき、取締役会をはじめ

とする重要な会議への出席や、業務・財産の状況の調査等を通じ、取締役及

び業務全般の執行に対し厳正な監視を行っています。また、会計監査人、内

部監査室との情報交換を行い、監査の実効性を確認しています。

－ 15 －
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(6）会社の支配に関する基本方針
①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方

針
当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における

当社株式の自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行
為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・
向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。
また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の
決定に委ねられるべきだと考えています。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの
良好な関係を保ち続けることができない可能性がある等、当社グループの
企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のあるものや、当社グループ
の価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最
終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえ
ます。
そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から経営を負託

された者の責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、
株式の大規模買付提案者との交渉等を行う必要があると考えています。

②　会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実
現に資する特別な取組み
当社は昭和26年に地元特産物の商いを目的に起業し、以来60数年に亘っ

て貨物運送・土木工事業、生コン製造販売事業、石油製品小売事業、車両
販売修理事業、コンクリート二次製品製造販売事業、産業廃棄物収集運搬
事業、ミネラルウォーター製造販売事業、ナチュラルチーズ加工販売等、
更なる業績の向上に向けて事業展開を図っております。また、関連子会社
では、電設資材販売事業（昭和電機産業株式会社、信州電機産業株式会社）、
生コン製造販売事業（中国山東省で溜博高見澤混凝土有限公司等合弁３社
７工場）、農業機械製造販売事業（オギワラ精機株式会社）、住宅リフォ
ーム事業（株式会社アグリトライ）、漬物卸販売事業（株式会社ナガトク）、
また近年には不動産事業を営む株式会社セイブやガソリンスタンド業の上
燃株式会社等の株式取得を実施し、業容の拡大を図っております。

当社グループの企業価値の源泉は、地域密着型企業として地域の皆様に
約半世紀以上に亘りお届けしている多種多様な製品とサービスにより築き
上げられたブランド力と信頼関係にあると考えております。

また、環境保全への関心が高まっている中、当社グループにおいても自
然環境の保護、循環型社会への実現を目指し、環境に配慮し循環資源を利
用したリサイクル製品の開発を行ってまいりました。現在長野県の「信州
リサイクル認定製品」として多くの当社製品群が認定されております。

－ 16 －
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環境問題が日本だけでなく地球規模で議論されている中、当社は上記の
とおり約半世紀に亘り蓄積された当社の開発技術力をノウハウとし、多種
多様な基礎技術や製品を融合することにより、環境配慮型のオリジナル製
品の開発をするなどして当社のブランド力及びステークホルダーとの信頼
関係を構築してまいりました。今後も当社のブランド力を活かし、更に経
済的で高機能な製品の開発に取り組んでまいります。そして当社の将来展
望に立ち、時代と社会の要請に応え得る新しい事業の開発を今後も模索し、
事業化することで地域社会の皆様に貢献してまいります。

このように、時代のニーズをいち早くキャッチし、それに応え得るべく
技術開発を進め、事業化することにより顧客と当社グループには企業価値
の源泉である厚い信頼関係が生まれてくるものと確信しております。
当社グループはこのような当社グループの企業価値の源泉を今後も継続

更に発展させ、地域社会における社会的責任を高めることが、当社グルー
プの企業価値、株主共同利益の確保、向上につながるものと考えておりま
す。これらの取組みは、前述の基本方針の実現に資するものと考えており
ます。

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決
定が支配されることを防止するための取組み
買付者から当社株式に対する大規模買付け提案があった場合において、

当社の株主の皆様が、当社の経営資源その他企業価値を構成する多様な要
素を十分に把握した上で、当該買付が当社の企業価値ひいては株主共同の
利益に及ぼす影響を適切に判断することは必ずしも容易でないものと思わ
れます。そこで当社取締役会は、当社株式に対する大規模買付け等がなさ
れた場合、買付に応じるか否かを株主の皆様が判断し、または当社取締役
会が代替案を提案するために必要な情報や期間を確保したり、買付者と交
渉を行うこと等を可能にすることで当社の企業価値ひいては株主共同の利
益に反する買付行為を防止することを目的としています。
本対応策は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上さ

せる目的をもって導入されたものであり、前述の基本方針に沿うものと当
社取締役会は判断しております。

備考：本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しており

ます。

－ 17 －
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年６月30日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

18,169

2,927

11,359

2,283

431

269

224

717

△44

14,931

11,092

2,552

1,883

6,151

146

34

324

599

281

317

3,239

871

435

2,170

△238

流 動 負 債 15,090
支払手形及び買掛金 6,818
短 期 借 入 金 6,066
リ ー ス 債 務 50
未 払 法 人 税 等 310
賞 与 引 当 金 474
そ の 他 1,368

固 定 負 債 8,543
長 期 借 入 金 5,980
リ ー ス 債 務 101
繰 延 税 金 負 債 57
再評価に係る繰延税金負債 382
退職給付に係る負債 1,569
役員退職慰労引当金 194
環境対策引当金 116
資 産 除 去 債 務 62
そ の 他 77

負 債 合 計 23,633
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 8,401
資 本 金 1,264
利 益 剰 余 金 7,232
自 己 株 式 △94

その他の包括利益累計額 380
その他有価証券評価差額金 210
土地再評価差額金 96
為替換算調整勘定 168
退職給付に係る調整累計額 △95

非支配株主持分 684
純 資 産 合 計 9,466

資 産 合 計 33,100 負債純資産合計 33,100

－ 18 －
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年７月１日から
平成29年６月30日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 53,818
売 上 原 価 46,213
売 上 総 利 益 7,604

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,758
営 業 利 益 846

営 業 外 収 益
受 取 利 息 10
受 取 配 当 金 24
為 替 差 益 62
仕 入 割 引 166
不 動 産 賃 貸 料 48
そ の 他 84 396

営 業 外 費 用
支 払 利 息 138
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 175
売 上 割 引 29
そ の 他 38 382

経 常 利 益 859
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2
投資有価証券評価損戻入益 24
負 の の れ ん 発 生 益 171 199

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 10
固 定 資 産 除 却 損 11 22

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,036
法人税、住民税及び事業税 421
法 人 税 等 調 整 額 △71 349
当 期 純 利 益 687
非支配株主に帰属する当期純利益 22
親会社株主に帰属する当期純利益 664

－ 19 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年７月１日から
平成29年６月30日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成28年７月１日期首残高 1,264 6,653 △93 7,823

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △42 △42

親会社株主に帰属
する当期純利益

664 664

自己株式の取得 △0 △0

連結範囲の変動 △43 △43

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

連結会計年度中の変動額合計 － 578 △0 578

平成29年６月30日期末残高 1,264 7,232 △94 8,401

（単位：百万円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配 株 主
持 分

純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の包
括利益累計
額 合 計

平成28年７月１日期首残高 90 96 219 △106 300 277 8,401

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △42

親会社株主に帰属
する当期純利益

664

自己株式の取得 △0

連結範囲の変動 △43

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

120 － △51 11 79 407 487

連結会計年度中の変動額合計 120 － △51 11 79 407 1,065

平成29年６月30日期末残高 210 96 168 △95 380 684 9,466

－ 20 －
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　11社
・連結子会社の名称　　昭和電機産業株式会社

　直江津臨港生コン株式会社
　オギワラ精機株式会社
　株式会社アグリトライ
　信州電機産業株式会社
　株式会社ナガトク
　株式会社セイブ
　株式会社スマイルハウス
　上燃株式会社
　溜博高見澤混凝土有限公司
　烟台市長野建材有限公司

・連結の範囲の変更
上記のうち、株式会社ナガトクは前連結会計年度において非連結子会

社でありましたが、重要性が増したため、連結の範囲に含めております。
なお、株式会社セイブ及び同社子会社の株式会社スマイルハウスは株

式の取得により子会社となったため、平成28年12月31日をみなし取得日
として連結の範囲に含めております。

また、上燃株式会社は株式の取得により子会社となったため、平成29
年６月30日をみなし取得日として連結の範囲に含めております。

(2）持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況

・関連会社の数　　　　１社
・関連会社の名称　　　山東建澤混凝土有限公司

②　持分法を適用していない関連会社の状況
・関連会社の名称　　　テレビ北信ケーブルビジョン株式会社
・持分法を適用しない理由
テレビ北信ケーブルビジョン株式会社は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から
除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適用から除外しております。

③　持分法適用会社である山東建澤混凝土有限公司の決算日は12月31日であ
りますが、３月31日を仮決算日とした決算を行い持分法を適用しておりま
す。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引に関しては連結決算上必
要な調整を行っております。

－ 21 －
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(3）連結子会社の事業年度等に関する事項
在外連結子会社である溜博高見澤混凝土有限公司及び烟台市長野建材有限

公司の決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成に当たって３月31日を
仮決算日とした決算を行っております。なお、連結決算日との間に生じた重
要な取引に関しては連結決算上必要な調整を行っております。その他の連結
子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

(4）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．その他有価証券

・時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額
は部分純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの　　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．たな卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結子会社は定額法を
採用しております。ただし、当社及び国内連結子会社の平成10年４月１
日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降
取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　10年～50年
機械装置及び運搬具　５年～17年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内連結子会社にお
いて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。
なお、在外連結子会社は、個別に債権の回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

－ 22 －
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ロ．賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。
ハ．役員退職慰労引当金

当社及び連結子会社３社（昭和電機産業株式会社、信州電機産業株式
会社及びオギワラ精機株式会社）は役員の退職慰労金の支出に備えるた
め、内規による当連結会計年度末要支給額を計上しております。

ニ．環境対策引当金
環境対策処理に関する支出に備えるため、当連結会計年度末において、

合理的に見積ることができる額を計上しております。
④　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準
イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる

工事
工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事
工事完成基準

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負
債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平
均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定及び非支配株主持分に含めております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。金利スワップについては、特例
処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
金利スワップ

（ヘッジ対象）
借入金

ハ．ヘッジ方針
当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っておりま
す。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法
金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効

性の評価を省略しております。
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⑦　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債務の見込額に基づいて計上しております。な
お、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部

におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し
ております。
また、国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計

算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法
を用いた簡便法を適用しています。

ロ．のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。

ハ．消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

ニ．連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

２．連結貸借対照表に関する注記
(1）担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
現金及び預金 333百万円
受取手形及び売掛金 952百万円
建物及び構築物 1,325百万円
土地 5,017百万円
投資有価証券 402百万円

計 8,032百万円
②　担保に係る債務

支払手形及び買掛金 122百万円
短期借入金 5,859百万円
長期借入金 5,667百万円

計 11,648百万円

(2）有形固定資産の減価償却累計額 11,774百万円
(3）保証債務

信州生コン株式会社 銀行借入金 23百万円
計 23百万円

（注）信州生コン株式会社への債務保証は株主９社の連帯保証であります。
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(4）受取手形割引高 241百万円
受取手形裏書譲渡高 1,432百万円

(5）事業用土地の再評価の方法
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行っております。
再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公

布政令第119号）第２条第４号によるところの地価税計算のために公表された
価額に合理的な調整を行う方法としております。
再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定負債に「再評価に係る繰

延税金負債」として、その他の金額を純資産の部に「土地再評価差額金」と
して計上しております。

再評価を行った年月日 平成12年６月30日
再評価を行った土地の期末における時
価と再評価後の帳簿価額との差額

△1,717百万円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 8,792,000株 －株 －株 8,792,000株

(2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 383,790株 2,491株 －株 386,281株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,491株は、単元未満株式の買取りによる増加分であ

ります。

(3）剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

平成28年９月28日
定時株主総会

普通株式 42百万円 ５円 平成28年６月30日 平成28年９月29日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連
結会計年度になるもの

決議予定 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

平成29年９月26日
定時株主総会

普通株式 42百万円 ５円 平成29年６月30日 平成29年９月27日
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４．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、製造販売等に係る業務を遂行するために必要な設備投

資のための資金及び短期的な運転資金を主に銀行借入により調達しており、

必要な権限については、職務権限規定にて制定されております。また、デ

リバティブは、リスク回避のために利用しており、投機的な取引は一切行

っておりません。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、得意先の信用リスクに晒されて

おります。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり

ますが、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６か月以内の短

期債務でありますが、決済時の流動性リスクについても留意が必要であり

ます。

借入金は、設備投資のための資金と短期的な運転資金の調達を目的とし

たもので、長期借入金は、返済期間を３～14年に設定の上、調達しており

ます。金利は主に市場金利をベースとした変動金利であり、金利の変動リ

スクに晒されておりますが、一部、デリバティブ取引（金利スワップ取引）

を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッ

ジを目的とした金利スワップ取引です。ヘッジの有効性の評価方法につい

ては金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもっ

て有効性の評価を省略しております。

③　金融商品に対するリスク管理体制

イ．信用リスクについて

当社では、本社内に与信管理委員会を設け、販売システムより出力さ

れる各種帳票に基づき、各得意先からの回収状況を継続的にモニタリン

グする体制となっており、各得意先に対する与信限度の設定に係る権限

を有しております。また、回収が長期化する事態が発生した場合には、

各部門責任者へレビューしており、相互に牽制し、リスクの軽減を図っ

ております。デリバティブ取引に当たっては、契約先を信用力の高い本

邦の大手銀行とし、信用リスクの軽減を図っております。

ロ．市場リスクについて

長期借入金の金利リスクについても経理部が所管し、金利動向をフォ

ローするとともに、金利上昇リスク軽減のための金利スワップの実行に

ついて検討しております。
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ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなる

リスク）について

経理部では、各部門からの報告に基づき、月次で資金繰計画を作成し、

管理する体制としており、手許流動性の維持などにより、流動性リスク

を管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか市場価格がない場合

には、合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定にお

いては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することもあります。

(2）金融商品の時価等に関する事項

平成29年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困

難と認められるものは含まれておりません。（(注）2．参照）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

①　現金及び預金 2,927 2,927 －

②　受取手形及び売掛金 11,359 11,359 －

③　投資有価証券 526 526 －

資産計 14,814 14,814 －

①　支払手形及び買掛金 6,818 6,818 －

②　短期借入金 4,174 4,174 －

③　長期借入金 7,872 7,889 16

負債計 18,866 18,882 16

デリバティブ取引 － － －

(注）1．金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

資産

①　現金及び預金　並びに②　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

③　投資有価証券

これらはすべて株式であり、時価については、取引所の価格によってお

ります。
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負債

①　支払手形及び買掛金　並びに②　短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。なお、リース債務については、重要

性が乏しいため記載を省略しております。

③　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期的に市場金利が反映さ

れており、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。固定金利によるものは、元利金の合計額を新規と同様の借入を

行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しておりま

す。一部変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とさ

れており（下記「デリバティブ取引」参照）、当該金利スワップと一体と

して処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される

合理的に見積もられる利率で割り引いて算出する方法によっております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金

と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に

含めて記載しております。

2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 344百万円

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見

積るには過大なコストを要すると見込まれます。したがって、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものであるため、「資産③　投資有価証券」

には含めておりません。

５．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

６．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 1,044円77銭

(2）１株当たり当期純利益 79円06銭
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７．企業結合に関する注記

取得による企業結合

（株式会社セイブ及び同社子会社株式会社スマイルハウス）

(1）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称

株式会社セイブ及び同社子会社株式会社スマイルハウス

事業の内容

土地販売・中古住宅販売・建売住宅販売・注文住宅（２×４）販売

②　企業結合を行った主な理由

当社は、住宅・生活関連事業のひとつとして、不動産の売買及び賃

貸の仲介を中心に不動産関連事業を展開してまいりました。今後、既

存の不動産関連事業と相互の事業ノウハウ・販売チャネルなどを補完

することにより経営効率化の向上を図り、不動産関連事業全体の規模

をより拡大させることを目的として、現在、長野県中信地域において

不動産事業を営む株式会社セイブの株式を取得し子会社とすることと

いたしました。

株式会社セイブは、その仕入・販売方法において独自のノウハウを

確立し、自社専用のプレカット工場や安定した外注先を確保している

ことなどから、当社が今後取引エリアを拡大し、住宅・生活関連事業

分野をより一層拡充していく上で、更なるシナジー効果が期待できる

ものと考えております。

③　企業結合日

平成28年12月31日（みなし取得日）

④　企業結合の法的形式

株式取得

⑤　結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

⑥　取得した議決権比率

100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とする株式取得のためであります。

(2）連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

みなし取得日を平成28年12月31日としているため、平成29年１月１

日から平成29年６月30日までの業績を当連結会計年度に係る連結損益

計算書に含めております。
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(3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 1,433百万円

取得原価 1,433百万円

(4）発生した負ののれん発生益、発生原因

①　発生した負ののれん発生益の金額

171百万円

②　発生原因

受け入れた資産及び引き受けた負債の純額が株式の取得原価を上回

ったため、その差額を負ののれん発生益として処理しております。

(5）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内

訳

流動資産 1,762百万円

固定資産 337百万円

資産合計 2,100百万円

流動負債 401百万円

固定負債 60百万円

負債合計 462百万円

(6）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結

会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載して

おりません。なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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取得による企業結合

（上燃株式会社）

(1）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称

上燃株式会社

事業の内容

石油製品販売、自動車買取・販売・関連用品販売、自動車整備業、損

害保険代理業他

②　企業結合を行った主な理由

当社は、石油製品の販売・車両販売及び整備事業を展開しているカ

ーライフ関連事業において、変化のスピードが増す事業環境に対応し、

更に競争力を高める施策について様々な検討を重ねてまいりました。

当社のカーライフ関連事業が長野県の北信地域を中心にネットワー

クを展開している一方で、上燃株式会社は、東信地域を中心に展開し

ており、ネットワークが補完関係にあります。また、事業領域は、当

社のカーライフ関連事業と重複していることから、本件を通じてより

多くのシナジー効果が見込まれると判断いたしました。

③　企業結合日

平成29年６月30日（みなし取得日）

④　企業結合の法的形式

株式取得

⑤　結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

⑥　取得した議決権比率

66.6％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とする株式取得のためであります。

(2）連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

みなし取得日を平成29年６月30日としているため、貸借対照表のみ

連結しております。

(3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 1,043百万円

取得原価 1,043百万円

－ 31 －

連結注記表
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(4）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

245百万円

②　発生原因

取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を

上回ったため、その超過額をのれんとして計上しております。

③　償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

(5）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内

訳

流動資産 1,153百万円

固定資産 772百万円

資産合計 1,925百万円

流動負債 717百万円

固定負債 10百万円

負債合計 727百万円

(6）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結

会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載して

おりません。なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

(7）取得原価の配分

当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産及

び負債の特定並びに時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了

していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な

会計処理を行っております。

８．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第26号　平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

－ 32 －
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貸　借　対　照　表
（平成29年６月30日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

6,457

580

1,001

2,271

593

949

81

168

42

249

131

392

△5

13,478

6,981

1,200

218

873

283

187

4,151

67

177

136

13

27

6,319

716

3,699

602

99

217

1,056

△72

流 動 負 債 7,688

支 払 手 形 2,010

買 掛 金 1,154

電 子 記 録 債 務 31

短 期 借 入 金 1,579

1年内返済予定の長期借入金 1,801

リ ー ス 債 務 21

未 払 金 251

未 払 費 用 136

未 払 法 人 税 等 198

前 受 金 100

預 り 金 35

前 受 収 益 4

賞 与 引 当 金 303

そ の 他 59

固 定 負 債 7,591

長 期 借 入 金 5,697

リ ー ス 債 務 59

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 382

退 職 給 付 引 当 金 882

役員退職慰労引当金 133

環 境 対 策 引 当 金 116

資 産 除 去 債 務 48
そ の 他 272

負 債 合 計 15,280

( 純 資 産 の 部 )
株 主 資 本 4,399

資 本 金 1,264

利 益 剰 余 金 3,229

利 益 準 備 金 30

その他利益剰余金 3,198

特 別 償 却 準 備 金 127

繰 越 利 益 剰 余 金 3,071

自 己 株 式 △94

評価・換算差額等 256

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 160
土地再評価差額金 96

純 資 産 合 計 4,655

資 産 合 計 19,936 負債純資産合計 19,936

－ 33 －
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損　益　計　算　書

(平成28年７月１日から
平成29年６月30日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 22,274

売 上 原 価 18,838

売 上 総 利 益 3,435

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,089

営 業 利 益 346

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5

受 取 配 当 金 126

不 動 産 賃 貸 料 33

為 替 差 益 60

経 営 指 導 料 32

そ の 他 49 307

営 業 外 費 用

支 払 利 息 97

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 35

そ の 他 3 136

経 常 利 益 516

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1

投資有価証券評価損戻入益 24 26

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 0

固 定 資 産 除 却 損 10 11

税 引 前 当 期 純 利 益 531

法人税、住民税及び事業税 191

法 人 税 等 調 整 額 △57 133

当 期 純 利 益 398

－ 34 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成28年７月１日から
平成29年６月30日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計利 益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金 合 計特別償却

準 備 金
繰越利益
剰 余 金

平成28年７月１日期首残高 1,264 26 164 2,681 2,873 △93 4,043

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 4 △46 △42 △42

当 期 純 利 益 398 398 398

自 己 株 式 の 取 得 － △0 △0

特別償却準備金の取崩 △37 37 － －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － 4 △37 389 356 △0 355

平成29年６月30日期末残高 1,264 30 127 3,071 3,229 △94 4,399

（単位：百万円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成28年７月１日期首残高 59 96 155 4,199

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △42

当 期 純 利 益 398

自 己 株 式 の 取 得 △0

特別償却準備金の取崩 －

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

101 － 101 101

事業年度中の変動額合計 101 － 101 456

平成29年６月30日期末残高 160 96 256 4,655

－ 35 －

株主資本等変動計算書
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は部分純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

仕掛品

主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物につい

ては定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　13年～50年

機械及び装置　９年～17年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェアについて

は､社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用

定額法を採用しております。

－ 36 －

個別注記表
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(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上

しております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計

上しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（10年）による定額法により、発生の翌期から費用

処理することとしております。

④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による当事業年度末要支給

額を計上しております。

⑤　環境対策引当金

環境対策処理に関する支出に備えるため、当事業年度末において、合理

的に見積もることができる額を計上しております。

(4）収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の工事

工事完成基準

(5）ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

（ヘッジ対象）

借入金

－ 37 －
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③　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性

の評価を省略しております。

(6）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算

書類における会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

③　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「経

営指導料」は重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しております。

なお、前事業年度の「経営指導料」は26百万円であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1）担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

現金及び預金 323百万円

受取手形 952百万円

建物 679百万円

土地 3,166百万円

投資有価証券 402百万円

計 5,524百万円

②　担保に係る債務

支払手形 17百万円

買掛金 104百万円

短期借入金 1,579百万円

１年内返済予定の長期借入金 1,621百万円

長期借入金 5,457百万円

計 8,780百万円

(2）有形固定資産の減価償却累計額 8,951百万円

－ 38 －
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(3）保証債務

信州生コン株式会社 銀行借入金 23百万円

オギワラ精機株式会社 銀行借入金 55百万円

割引手形 25百万円

上燃株式会社 仕入債務 428百万円

計 531百万円
（注）信州生コン株式会社への債務保証は株主９社の連帯保証であります。

(4）受取手形裏書譲渡高 40百万円

(5）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 413百万円

②　長期金銭債権 90百万円

③　短期金銭債務 68百万円

④　長期金銭債務 200百万円

(6）事業用土地の再評価の方法

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行っております。

再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公

布政令第119号）第２条第４号によるところの地価税計算のために公表された

価額に合理的な調整を行う方法としております。

再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定負債に「再評価に係る繰

延税金負債」として、その他の金額を純資産の部に「土地再評価差額金」と

して計上しております。

再評価を行った年月日 平成12年６月30日

再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額
△1,717百万円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高 売上高 579百万円

仕入高 76百万円

営業取引以外の取引高 319百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末 の 株 式 数

普 通 株 式 383,790株 2,491株 －株 386,281株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,491株は、単元未満株式の買取りによる増加分であ
ります。

－ 39 －

個別注記表



2017/08/30 9:12:20 / 17313860_株式会社髙見澤_招集通知

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 23百万円

たな卸資産評価損 2百万円

投資有価証券評価損 5百万円

退職給付引当金 268百万円

環境対策引当金 35百万円

賞与引当金 92百万円

減損損失 97百万円

土地再評価に係る繰延税金資産 234百万円

その他 94百万円

繰延税金資産小計 854百万円

評価性引当金 △412百万円

繰延税金資産合計 442百万円

繰延税金負債

特別償却準備金 △56百万円

その他有価証券評価差額金 △37百万円

土地再評価に係る繰延税金負債 △382百万円

繰延税金負債合計 △475百万円

繰延税金負債の純額 △33百万円

７．関連当事者との取引に関する注記

種 類
会社等の
名 称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
（百万円）

科 目
期 末 残 高
（百万円）

子会社
上燃
株式会社

所有
直接66.6%

債務保証
役員の兼任

債務保証 428
固定負債
｢その他｣

200

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）債務保証については、仕入先に対する債務を保証するものでありま

す。また、担保として預り保証金200百万円を受けております。なお、

債務保証料は受け取っておりません。

－ 40 －
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８．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 553円91銭

(2）１株当たり当期純利益 47円38銭

９．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第26号　平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

－ 41 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年８月18日

株式会社　高　見　澤
取締役会　御中

ながの公認会計士共同事務所

公認会計士 輿 石 直 人 

公認会計士 山 本 弘 樹 

私たちは、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社高見澤の平成28年７月１日から
平成29年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
私たちの責任は、私たちが実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す

る意見を表明することにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連結計算書類に重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、私たちの判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性
について意見表明するためのものではないが、私たちは、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること
が含まれる。
私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
私たちは、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社高見澤及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

利害関係
会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年８月18日

株式会社　高　見　澤
取締役会　御中

ながの公認会計士共同事務所

公認会計士 輿 石 直 人 

公認会計士 山 本 弘 樹 

私たちは、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社高見澤の平成28年７月１
日から平成29年６月30日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
私たちの責任は、私たちが実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附

属明細書に対する意見を表明することにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに計算書類及びその
附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、私たちの判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私たちは、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
私たちは、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年７月１日から平成29年６月30日までの第67期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び

監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につ

いては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ

て子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確

保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体

制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい

て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロ

の各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容に

ついて検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること

を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する

品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細

書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書

及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 44 －
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２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方

に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載さ

れている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったもので

あり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の

維持を目的とするものではないと認めます。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人ながの公認会計士共同事務所の公認会計士輿石直人氏及び公認会計士山本

弘樹氏の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3）連結計算書類の監査結果

会計監査人ながの公認会計士共同事務所の公認会計士輿石直人氏及び公認会計士山本

弘樹氏の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年８月24日

株式会社高見澤　監査役会

常勤監査役 大 井 文 成 

社外監査役 鴇 澤 　 裕 

社外監査役 金 子 　 肇 

以　上

－ 45 －

監査役会の監査報告



2017/08/30 9:12:20 / 17313860_株式会社髙見澤_招集通知

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
第67期の期末配当につきましては、当事業年度の業績及び今後の事業展

開等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。
(1) 配当財産の種類

金銭
(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金５円
総額　42,028,595円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
平成29年９月27日

－ 46 －
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第２号議案　株式併合の件

１．株式併合の理由

全国証券取引所では、「売買単位の集約に向けた行動計画」に基づき、

すべての国内上場会社の売買単位を100株に統一することを目標とし、

その移行期限を平成30年10月１日と定めました。株式会社東京証券取

引所に上場する当社といたしましては、かかる趣旨を尊重し、当社株

式の売買単位を1,000株から100株に変更することとし、併せて証券取

引所が望ましい投資単位とする水準を勘案し、株式の併合を行うもの

であります。

２．併合の割合

当社普通株式について、５株を１株に併合したいと存じます。なお、

株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定

めに基づき、一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主様に

対して、端数の割合に応じて分配いたします。

３．株式併合の効力発生日

平成30年１月１日

４．効力発生日における発行可能株式総数

3,783,000株

５．その他

本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が承認可

決されることを条件といたします。なお、その他手続き上必要な事項

につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。

（注）株式併合により、発行済株式総数は５分の１に減少することになりますが、

純資産は変動いたしませんので、１株当たり純資産は５倍となり、株式市

況の変動など他の要因を除けば、当社株式の資産価値に変動はありません。

－ 47 －

株式併合議案
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第３号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

(1) 第２号議案「株式併合の件」の承認可決とその効力発生を条件とし

て、発行済株式総数の減少に伴う発行可能株式総数の適正化を図るた

め、現行定款第５条を変更するとともに、単元株式数を1,000株から

100株に変更するため、現行定款第７条を変更するものであります。

(2) 現行定款第５条及び第７条の変更の効力は、株式併合の効力発生日

に生じることとする第52条を新設し、株式併合の効力発生日経過後は

これを定款から削除するものであります。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

(発行可能株式総数)
第５条　当会社の発行可能株式総数

は、1,891万5千株とする。
(単元株式数)
第７条　当会社の単元株式数は、

1,000株とする。
(実施)
第51条　この定款は、平成27年９月25

日から実施する。
(新　　設)

(発行可能株式総数)
第５条　当会社の発行可能株式総数

は、3,783,000株とする。
(単元株式数)
第７条　当会社の単元株式数は、100

株とする。
(実施)
第51条　この定款は、平成29年９月26

日から実施する。
第52条　第５条及び第７条の変更

は、平成30年１月１日をもっ
て、効力を生じるものとし、
同日の経過をもって本条を
削除する。

－ 48 －
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第４号議案　取締役12名選任の件
取締役全員12名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つき

ましては、取締役12名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、以下のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１

たか

髙
み

見
さわ

澤
 

　
ひで

秀
 

　
しげ

茂
(昭和31年11月23日)

昭和59年６月　当社入社
昭和63年５月　当社取締役コンクリート

事業部長
平成元年８月　当社常務取締役運輸関連

部門担当
平成７年９月　当社専務取締役運輸事業

部担当
平成12年１月　当社専務取締役営業本部

長
平成13年９月　当社代表取締役社長

(現任)

 (重要な兼職の状況)
オギワラ精機株式会社代表取締役会
長
直江津臨港生コン株式会社代表取締
役社長
株式会社アグリトライ代表取締役会
長
テレビ北信ケーブルビジョン株式会
社代表取締役社長
株式会社ナガトク代表取締役社長
株式会社セイブ代表取締役社長
株式会社スマイルハウス代表取締役
社長
上燃株式会社代表取締役社長

1,167,297株

２

あか

赤
 

　
ぬま

沼
 

　
よし

好
 

　
ひろ

宏
(昭和34年５月21日)

昭和57年４月　当社入社
平成６年４月　当社建材事業部長
平成11年９月　当社取締役建材事業部長
平成18年８月　当社常務取締役営業本部

長
建設事業部、生コン事業
部、環境エンジニアリン
グ事業部担当

平成25年９月　当社専務取締役営業本部
長
建設事業部、生コン事業
部担当(現任)

28,000株

－ 49 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

３

たか

髙
み

見
さわ

澤
 

　
まさ

雅　
と

人
(昭和35年８月３日)

昭和58年４月　当社入社
平成８年７月　当社特産事業部長
平成17年９月　当社取締役経営企画室長
平成21年９月　当社常務取締役経営企画

室長
特産事業部、不動産事業
部担当

平成25年９月　当社専務取締役経営企画
室長
特産事業部、不動産事業
部担当(現任)

294,800株

４

さ

佐
 

　
とう

藤
 

　
のり

倫
 

　
まさ

正
(昭和35年１月５日)

昭和57年４月　当社入社
平成14年５月　当社コンクリート事業部

長
平成16年９月　当社取締役コンクリート

事業部長
平成18年８月　当社常務取締役営業副本

部長
コンクリート事業部、上
越支店担当

平成20年７月　当社常務取締役営業副本
部長
コンクリート事業部、環
境エンジニアリング事業
部担当(現任)

24,000株

５

はら

原
 

　
やま

山
 

　
とし

稔
 

　
あき

明
(昭和32年11月28日)

昭和51年８月　当社入社
平成10年３月　当社石油事業部長
平成16年９月　当社取締役石油・オート

事業部担当
平成21年８月　当社取締役営業副本部長

石油・オート事業部担当
平成23年９月　当社常務取締役営業副本

部長
石油事業部、オート事業
部、ボトルウォーター事
業部担当

平成29年４月　当社常務取締役営業副本
部長
石油事業部、オート事業
部担当(現任)

 (重要な兼職の状況)
上燃株式会社取締役副社長

28,000株

－ 50 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

６

たか

髙
み

見
さわ

澤
 

　
たか

尊　
あき

昭
(昭和34年３月12日)

昭和57年４月　当社入社
平成８年７月　当社上越支店長
平成15年１月　当社環境エンジニアリン

グ事業部長
平成17年９月　当社取締役環境エンジニ

アリング事業部長
平成20年７月　当社取締役プロジェクト

推進本部副本部長
平成23年９月　当社常務取締役プロジェ

クト推進本部長
平成27年９月　当社常務取締役(現任)

 (重要な兼職の状況)
株式会社アグリトライ代表取締役社
長

5,000株

７

よね

米
 

　
やま

山
 

　
 

　
 

　
たけし

剛
(昭和34年３月４日)

昭和57年４月　当社入社
平成11年３月　当社特産事業部長
平成15年７月　当社中国事業部長
平成16年９月　当社取締役中国事業部長
平成20年７月　当社取締役上越支店長
平成25年７月　当社取締役中国事業部長

上越支店担当
平成25年９月　当社常務取締役海外事業

本部長
中国事業部長兼上越支店
担当

平成27年９月　当社常務取締役海外事業
本部長
中国事業部長兼上越支店
長(現任)

24,000株

－ 51 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

８

こ

小
 

　
ばやし

林
 

　
しげ

茂
 

　
かつ

勝
(昭和35年９月13日)

昭和60年４月　当社入社
平成16年７月　当社コンクリート事業部

本部営業部長
平成18年９月　当社取締役営業推進部長
平成22年７月　当社取締役営業推進部長

営業開発事業部担当
平成23年７月　当社取締役営業推進部長

ラクティライフ事業部、
営業開発事業部担当

平成27年７月　当社取締役営業推進部長
営業開発事業部長
ラクティライフ事業部担
当

平成29年４月　当社取締役営業推進部長
営業開発事業部長
ボトルウォーター事業部
ラクティライフ事業部担
当(現任)

14,000株

９

く

久
 

　
ぼ

保
 

　
てる

輝
 

　
あき

明
(昭和33年５月７日)

昭和57年４月　株式会社八十二銀行入行
平成16年６月　同行諏訪南支店長
平成20年６月　同行青山支店長
平成22年６月　同行豊科支店長
平成25年５月　当社入社総務部業務部長

株式会社アグリトライへ
出向同社常務取締役

平成27年９月　当社取締役管理本部長
(現任)

4,000株

10

ち

千
 

　
の

野
 

　
み

巳
 

　
あき

明
(昭和34年10月１日)

昭和58年４月　当社入社
平成18年８月　当社総務部人事部長
平成25年９月　当社総務部長
平成27年９月　当社取締役総務部長

(現任)

6,000株

－ 52 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

11

こ

小
 

　
ばやし

林
 

　
まさ

正
 

　
き

樹
(昭和29年11月15日)

昭和51年12月　昭和電機産業株式会社入
社

平成３年１月　同社横浜営業所長
平成17年９月　同社取締役執行役員新潟

営業部長
平成19年９月　同社常務取締役新潟営業

部長
平成25年９月　同社代表取締役社長

(現任)
平成27年９月　当社取締役(現任)
 (重要な兼職の状況)

信州電機産業株式会社取締役

－株

※12

まつ

松
 

　
もと

本
 

　
 

　
 

　
きよし

清
(昭和36年11月27日)

昭和59年４月　城南信用金庫入庫
昭和61年11月　長野運送株式会社入社
平成元年５月　同社取締役
平成12年５月　同社常務取締役
平成20年５月　同社代表取締役社長

(現任)
平成27年９月　当社取締役(現任)
 (重要な兼職の状況)

善光寺白馬電鉄株式会社代表取締役
社長
上田運送株式会社代表取締役社長
株式会社リンギョー代表取締役社長

3,000株

(注)１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．※印の松本清氏は、社外取締役候補者であります。なお、松本清氏は、

長野運送株式会社、善光寺白馬電鉄株式会社、上田運送株式会社の代表
取締役社長であり、各社は当社の取引先でありますが、各社との取引実
績は当社の当期連結売上高の0.1％未満、連結売上原価の0.1％未満であ
り、充分に独立性を有していると判断しておりますので、独立役員とし
て東京証券取引所に届け出ております。また、株式会社リンギョーは当
社との取引はありません。なお、同氏の再任が承認された場合には、引
き続き独立役員とする予定であります。

３．松本清氏を社外取締役候補者とした理由は、松本清氏は長野運送株式会
社の代表取締役社長など要職を歴任される中で培った経営全般に亘る知
識と経験から、適切な助言を得られると判断したため選任をお願いする
ものであります。

４．松本清氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての
在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

－ 53 －

取締役選任議案
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第５号議案　会計監査人２名選任の件
当社の会計監査人である輿石直人及び山本弘樹の両氏は、本総会終結の

時をもって任期満了により退任されますので、新たに会計監査人の選任を
お願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の決定に基づいております。
会計監査人候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　名
（ 生 年 月 日 ）

事 務 所 の 所 在 地 略 歴

１

みや

宮
 

　
さか

坂
 

　
なお

直
 

　
よし

慶
(昭和44年１月７日)

長野県長野市大字鶴賀
字苗間平1605番地14
高見澤ダイヤモンドビ
ル４階
ながの公認会計士共同
事務所

平成12年４月　公認会計士登録
平成20年７月　ながの公認会計

士共同事務所構
成員加入(現在に
至る)

２

こし

輿
 

　
いし

石
 

　
なお

直
 

　
と

人
(昭和51年６月26日)

長野県長野市大字鶴賀
字苗間平1605番地14
高見澤ダイヤモンドビ
ル４階
ながの公認会計士共同
事務所

平成26年12月　公認会計士登録
平成27年７月　ながの公認会計

士共同事務所構
成員加入(現在に
至る)

(注)　監査役会が宮坂直慶及び輿石直人の両氏を会計監査人の候補者とした理由
は、独立性をはじめ職業的専門家としての適格性及び監査活動の適切性、
妥当性から、当社の会計監査が適正に行われることを確保する体制を備え
ているものと判断したためであります。

－ 54 －

会計監査人選任議案
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第６号議案　当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）継続

の件

当社は、平成23年9月27日開催の当社定時株主総会にて株主の皆様のご承

認をいただき、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」（以下、「旧

プラン」といいます。）の継続ご承認をいただきました。

旧プランの有効期間は、平成29年９月26日開催予定の当社定時株主総会

（以下、「本定時株主総会」といいます。）終結の時までであることから、

当社では、企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、継続の是

非も含めそのあり方について検討して参りました。その結果、情勢の変化

や、機関投資家の動向等を踏まえ、本定時株主総会において株主の皆様に

ご承認いただけることを条件として、当社取締役会は旧プランを一部変更

したうえで、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」（以下、「本

プラン」といいます。）を継続することを、平成29年8月7日開催の当社取

締役会にて決定いたしましたので、お知らせいたします。本プランの有効

期間は、平成32年9月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとします。

なお、本プランを決定した取締役会には、社外監査役２名を含む当社監

査役３名全員が出席し、本プランの具体的運用が適正に行われることを条

件として、当社株式の大規模買付行為に関する対応策として相当であると

判断される旨の意見を表明しています。

本プランにおいて、旧プランから見直しを行った主な内容は次のとおり

です。

①有効期間を6年から3年に短縮したこと

②独立委員会が対抗措置の発動を行う場合について列挙した類型を一部削

除し、発動要件を限定したこと

③対抗措置を新株予約権の無償割当てに限定したこと

④その他文言の修正

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本

方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場におけ

る当社株式の自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買

付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の

－ 55 －

買収防衛策継続議案



2017/08/30 9:12:20 / 17313860_株式会社髙見澤_招集通知

確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではあ

りません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは

株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーと

の良好な関係を保ち続けることができない可能性がある等、当社グルー

プの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のあるものや、当社グ

ループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の

皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないも

のもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から経営を負

託された者の責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確

保、株式の大規模買付提案者との交渉等を行う必要があると考えていま

す。

２．基本方針の実現に資する特別な取組み

(1) 企業価値の源泉及び企業価値向上への取組み

当社は昭和26年に地元特産物の商いを目的に起業し、以来60数年に

亘って貨物運送・土木工事業、生コン製造販売事業、石油製品小売事

業、車両販売修理事業、コンクリート二次製品製造販売事業、産業廃

棄物収集運搬事業、ミネラルウォーター製造販売事業、ナチュラルチ

ーズ加工販売等、更なる業績の向上に向けて事業展開を図っておりま

す。また、関連子会社では、電設資材販売事業（昭和電機産業株式会

社、信州電機産業株式会社）、生コン製造販売事業（中国山東省で溜

博高見澤混凝土有限公司等合弁３社７工場）、農業機械製造販売事業

（オギワラ精機株式会社）、住宅リフォーム事業（株式会社アグリト

ライ）、漬物卸販売事業（株式会社ナガトク）、また近年には不動産

事業を営む株式会社セイブやガソリンスタンド業の上燃株式会社等の

株式取得を実施し、業容の拡大を図っております。

当社グループの企業価値の源泉は、地域密着型企業として地域の皆

様に約半世紀以上に亘りお届けしている多種多様な製品とサービスに

より築き上げられたブランド力と信頼関係にあると考えております。

また、環境保全への関心が高まっているなか、当社グループにおい

ても自然環境の保護、循環型社会への実現を目指し、環境に配慮し循

－ 56 －

買収防衛策継続議案
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環資源を利用したリサイクル製品の開発を行って参りました。現在長

野県の「信州リサイクル認定製品」として多くの当社製品群が認定さ

れております。

環境問題が日本だけでなく地球規模で議論されているなか、当社は

上記のとおり約半世紀に亘り蓄積された当社の開発技術力をノウハウ

とし、多種多様な基礎技術や製品を融合することにより、環境配慮型

のオリジナル製品の開発をするなどして当社のブランド力及びステー

クホルダーとの信頼関係を構築して参りました。今後も当社のブラン

ド力を活かし、さらに経済的で高機能な製品の開発に取り組んで参り

ます。そして当社の将来展望に立ち、時代と社会の要請に応え得る新

しい事業の開発を今後も模索し、事業化することで地域社会の皆様に

貢献して参ります。

このように、時代のニーズをいち早くキャッチし、それに応え得る

べく技術開発を進め、事業化することにより顧客と当社グループには

企業価値の源泉である厚い信頼関係が生まれてくるものと確信してお

ります。

当社グループはこのような当社グループの企業価値の源泉を今後も

継続さらに発展させ、地域社会における社会的責任を高めることが、

当社グループの企業価値、株主共同利益の確保、向上につながるもの

と考えております。

当社の中長期経営計画では企業理念として、「顧客、社員、株主、

地域社会」への貢献を企業経営の最重要項目と捉え、存在価値のあり

続ける企業を目指し経営に当たることとしております。

そして高見澤グループの具体的戦略として、

①『高見澤グループ』各社の経営力をより強固にするため、経営意思

決定のスピード化を図る。

②「経営基盤の拡充」を最重要課題として、各社はコア事業の育成に

取組んでいく。

③キャッシュフロー重視の経営に徹し、財務体質の強化と改善を図る。

④営業力の強化を図り、良質な製品の提供を通して、お客さまの信頼

に応えるべく、提案営業を行う。
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⑤グループ各社の将来展望に立ち、時代と社会の要請に応え得る新し

い事業の開発を模索し、その実現を図る。

⑥経営体質の見直しと、生産体制の効率化、原価の低減化を徹底させ

コスト競争に対処する。

⑦グローバル化の中で基幹事業の領域拡大による更なる事業の拡大・

強化を図る。

を掲げており、地域に密着したきめの細かい事業活動で更なる信頼の

醸成を図り「高見澤ブランド」の確立を目指して参ります。

この中長期経営計画を着実に実行することで、今後益々変動する地

域経済の中で、常に「人と自然に優しい環境創り」をモットーにした

顧客の利便性・信頼性を追求することになり、株主の皆様などステー

クホルダーとの良好な関係を維持発展させ、当社の企業価値及び会社

の利益ひいては株主共同の利益の向上に資することができるものと考

えております。

(2) コーポレートガバナンスについて

当社では取締役会による戦略指導や経営の監視、監査役会による取

締役の監査を中枢において、内部監査室を中心とした内部統制システ

ムの構築によりコーポレートガバナンスの体制を敷いております。

当社では取締役会を取締役及び監査役15名で構成し、毎月定期（１

回）及び不定期で開催し経営上の重要事項の意思決定を行っておりま

す。

また、取締役会において決定した業務執行を迅速かつ効率的に実行

するために、取締役、監査役、内部監査担当者の出席のもと、経営戦

略会議を必要に応じて都度開催しております。経営戦略会議では各事

業部からの報告に基づいて情報を共有し、各事業の進捗状況を確認、

業務に関する意思決定、リスクの認識及び対策についての検討を行い、

事業活動に反映しております。

そして近年問題となっているＣＳＲ（企業の社会的責任）について

は、企業責任をきちんと果たすためコンプライアンス委員会や情報セ

キュリティ委員会の活動を活性化させ、地域社会に認められる企業創

りを目指して参ります。
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さらに監査役は取締役会等重要な会議へ出席し、業務及び財産の状

況の確認を通じて、取締役の職務遂行を監査するとともに、監査役会

は内部監査担当者及び監査法人と緊密な連携を保ち、情報交換を行い、

相互の連携を深め、監査の有効性・効率性を高めております。

なお、当社は、平成27年9月25日開催の第65期定時株主総会におい

て、社外取締役1名を選任いたしました。当社は、今後とも一層の経営

の透明化とコーポレートガバナンスの向上を図り、お客さまや株主の

皆様はもとより、社会全体から高い信頼を得るよう努めて参ります。

３．本プラン継続の目的

当社取締役会は、当社株式の大規模買付行為を行おうとする者が遵

守すべきルールを明確にし、株主の皆様が適切な判断をし、当社取締

役会が代替案を提示するために必要かつ十分な情報及び時間、並びに

大規模買付行為を行おうとする者との交渉の機会を確保するために、

本プランを継続することといたしました。

本プランは、以下のとおり、当社株式の大規模買付行為を行おうと

する者が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の場合には当社

が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損

害が発生する可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示す

ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当

社株式の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うもの

です。

なお、本プランにおいては、対抗措置の発動等にあたって、当社取

締役会の恣意的判断を排除するため、独立委員会規程（その概要につ

いては別紙１をご参照下さい。）に従い、当社社外取締役、当社社外

監査役、又は社外有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護

士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれらに準じる者）で、当社

の業務執行を行う経営陣から独立した者のみから構成される独立委員

会（以下、「独立委員会」といいます。）の勧告を最大限尊重すると

ともに、独立委員会の勧告内容及び対抗措置の概要等、適時かつ適切

に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。本

プラン継続時における独立委員会の委員には、別紙２に記載の３氏の

就任を予定しております。
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また、平成29年６月30日現在における当社大株主の状況は、別紙３

「当社の大株主の株式保有状況」のとおりであり、同時点において創

業者一族にて発行済株式の約40％が保有されておりますが、これらは

必ずしも共同ないし協調して議決権を行使する訳ではなく、独立した

関係にあります。また、当社は公開会社として、株主の皆様の自由な

意思に基づく取引等により当社株式が転々譲渡されることは勿論、創

業者一族といえども、その各々の事情に基づき今後当社の株式を譲渡、

相続その他の処分をすることにより、今後分散化が進んでいく可能性

が考えられます。また、現経営陣による当社発行済株式の保有割合は

18％となっておりますが、今後経営層の世代交代等が進むなか、当社

の株式を保有しております現経営層が退任した後は、一株主として自

由な意思に基づく取引等により当社株式が譲渡される可能性も考えら

れます。このような状況において当社の企業価値、ひいては株主共同

の利益を損なう虞のある買収提案がなされた場合、企業価値向上の観

点から好ましくないと考えられ、大規模買付行為が発生した場合にお

いて株主の皆様のために必要かつ十分な情報及び時間を確保するため、

本プラン継続の必要性はあるものと認識しております。

また、現段階においては安定比率が高いと考えられることからも、

本プランでは取締役会の判断の恣意性を排除するために独立委員会を

設置し、対抗措置発動にあたっては独立委員会の勧告を最大限尊重す

ることとなっており、取締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止

したスキームとしております。

なお、当社は現時点において当社株式の大規模買付行為に係る提案

を受けているわけではありません。

４．本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務

及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み）

(1) 本プランに係る手続き

①　対象となる大規模買付行為

本プランは以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に該当する当社株式の買付け又は

これに類似する行為（ただし、当社取締役会が承認したものを除き

ます。当該行為を、以下、「大規模買付行為」といいます。）がな

される場合を適用対象とします。大規模買付行為を行い、又は行お

－ 60 －

買収防衛策継続議案



2017/08/30 9:12:20 / 17313860_株式会社髙見澤_招集通知

うとする者（以下、「買付者等」といいます。）は、予め本プラン

に定められる手続きに従わなければならないものとします。

(ⅰ)当社が発行者である株式1について、保有者2の株式保有割合3

が20％以上となる買付け

(ⅱ)当社が発行者である株式4について、公開買付け5に係る株式

の株式所有割合6及びその特別関係者7の株式所有割合の合計

が20％以上となる公開買付け

②　意向表明書の当社への事前提出

買付者等におきましては、大規模買付行為の実行に先立ち、当社

取締役会に対して、当該買付者等が大規模買付行為に際して本プラ

ンに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下、

「意向表明書」といいます。）を当社の定める書式により提出して

いただきます。なお、意向表明書における使用言語は日本語に限り

ます。

具体的には、意向表明書には、以下の事項を記載していただきま

す。

(ⅰ)買付者等の概要

(イ)氏名又は名称及び住所又は所在地

(ロ)代表者の役職及び氏名

(ハ)会社等の目的及び事業の内容

(ニ)大株主又は大口出資者（所有株式又は出資割合上位10名）

の概要

(ホ)国内連絡先

(へ)設立準拠法

(ⅱ)買付者等が現に保有する当社の株式の数、及び、意向表明書

提出前60日間における買付者等の当社の株式の取引状況

(ⅲ)買付者等が提案する大規模買付行為の概要（買付者等が大規

模買付行為により取得を予定する当社の株式の種類及び数、

並びに大規模買付行為の目的（支配権取得若しくは経営参加、

純投資若しくは政策投資、大規模買付行為の後の当社の株式

の第三者への譲渡等、又は重要提案行為等8その他の目的があ

る場合には、その旨及びその内容。なお、目的が複数ある場
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合にはそのすべてを記載していただきます。）を含みま

す。）

③　本必要情報の提供

上記②の意向表明書をご提出いただいた場合には、買付者等にお

きましては、以下の手順に従い、当社に対して、大規模買付行為に

対する株主及び投資家の皆様のご判断並びに当社取締役会及び独立

委員会の評価・検討のために必要かつ十分な情報（以下、「本必要

情報」といいます。）を当社に提供していただきます。

まず、当社は、買付者等に対して、意向表明書を提出していただ

いた日から10営業日9（初日不算入）以内に、当初提出していただく

べき情報を記載した情報リストを上記②(ⅰ)(ホ)の国内連絡先に発

送いたしますので、買付者等には、情報リストに従って十分な情報

を当社に提出していただきます。

また、情報リストに従い買付者等から提供された情報では、大規

模買付行為の内容及び態様等に照らして、株主及び投資家の皆様の

ご判断並びに当社取締役会及び独立委員会の評価・検討等のために

不十分であると当社取締役会が合理的に判断する場合には、追加情

報についての合理的な期間を定め、当社取締役会が別途請求する追

加の情報を買付者等から提供していただきます。

なお、大規模買付行為の内容及び態様等にかかわらず、以下の各

項目に関する情報は、原則として情報リストの一部に含まれるもの

とします。

また、本必要情報の提供その他当社への通知、連絡における使用

言語は日本語に限ります。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
1　金融商品取引法第27条の23第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下別段

の定めがない限り同じとします。なお、本プランにおいて引用される法令等に改正（法令名の
変更や旧法令等を継承する新法令等の制定を含みます。）があった場合には、本プランにおい
て引用される法令等の各条項は、当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後において
これらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に読み替えられるものとします。

2　金融商品取引法第27条の23第１項に規定される保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含
まれる者を含みます。

3　金融商品取引法第27条の23第４項に規定される「株券等保有割合」を意味するものとします。
以下同じとします。

4　金融商品取引法第27条の２第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下(ⅱ)
において同じとします。

5　金融商品取引法第27条の２第６項に定義されます。以下同じとします。
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(ⅰ)買付者等及びそのグループ（共同保有者10、特別関係者及び

ファンドの場合は各組合員その他の構成員を含みます。）の

詳細（沿革、具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容、

役員の氏名及び職歴等を含みます。）

(ⅱ)大規模買付行為の目的（意向表明書において開示していただ

いた目的の詳細）、方法及び内容（経営参画の意思の有無、

大規模買付行為の対価の種類及び金額、大規模買付行為の時

期、関連する取引の仕組み、買付予定の株式の数及び買付け

等を行った後における株式所有割合、大規模買付行為の方法

の適法性を含みます。）

(ⅲ)大規模買付行為の対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方

法、算定に用いた数値情報及び大規模買付行為に係る一連の

取引により生じることが予想されるシナジーの内容、算定の

際に第三者の意見を聴取した場合における当該第三者の名称、

意見の概要及び当該意見を踏まえて金額を決定するに至った

経緯を含みます。）

(ⅳ)大規模買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供

者を含みます。）の具体的名称、調達方法及び関連する取引

の内容を含みます。）

(ⅴ)大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の

有無及び意思連絡がある場合はその内容及び当該第三者の概

要

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
6　金融商品取引法第27条の２第８項に規定される「株券等所有割合」を意味するものとします。

以下同じとします。
7　金融商品取引法第27条の２第７項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第１号に

掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３
条第２項で定める者を除きます。以下同じとします。

8　金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令第14条の８の２第１項、及び株券等
の大量保有の状況の開示に関する内閣府令第16条に規定される重要提案行為等をいいます。
以下別段の定めがない限り同じとします。

9　営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいいます。
以下同じとします。

10 金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保
有者とみなされると当社取締役会が認めた者を含みます。以下同じとします。
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(ⅵ)買付者等が既に保有する当社の株式に関する貸借契約、担保

契約、売戻契約、売買の予約その他の重要な契約又は取決め

（以下、「担保契約等」といいます。）がある場合には、そ

の契約の種類、契約の相手方及び契約の対象となっている株

式の数量等の当該担保契約等の具体的内容

(ⅶ)買付者等が大規模買付行為において取得を予定する当社の株

式に関し担保契約等の締結その他第三者との間の合意の予定

がある場合には、予定している合意の種類、契約の相手方及

び契約の対象となっている株式の数量等の当該合意の具体的

内容

(ⅷ)大規模買付行為の後における当社及び当社グループの経営方

針、事業計画、資本政策及び配当政策

(ⅸ)大規模買付行為の後における当社及び当社グループの従業員、

労働組合、取引先、顧客及び地域社会その他の当社及び当社

グループに係る利害関係者の処遇等の方針

(ⅹ)当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

なお、当社取締役会は、買付者等から大規模買付行為の提案がな

された事実については速やかに開示し、提案の概要及び本必要情報

の概要その他の情報のうち株主及び投資家の皆様のご判断に必要で

あると認められる情報がある場合には、適切に適時開示いたします。

また、当社取締役会及び独立委員会が、買付者等による本必要情

報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を買付者等に

通知（以下、「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、

速やかにその旨を開示いたします。

④　取締役会評価期間の設定等

当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、その翌日を起算

日として、大規模買付行為の評価の難易度等に応じて、以下の(ⅰ)

又は(ⅱ)の期間を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形

成及び代替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」とい

います。）として設定します。

(ⅰ)対価を現金（円貨）のみとする当社全株式を対象とした公開

買付けの場合には最大60日間
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(ⅱ)その他の大規模買付行為の場合には最大90日間

ただし、上記(ⅰ)(ⅱ)いずれにおいても、取締役会評価期間は

取締役会が必要と認める場合には延長できるものとし、その場合

は、具体的延長期間及び当該延長期間が必要とされる理由を買付

者等に通知するとともに速やかに開示いたします。また、延長の

期間は最大30日間とします。

当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて

適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者等から提供された本

必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利

益の確保・向上の観点から、買付者等による大規模買付行為の内

容の検討等を行うものとします。当社取締役会は、これらの検討

等を通じて、大規模買付行為に関する当社取締役会としての意見

を慎重にとりまとめ、買付者等に通知するとともに、適時かつ適

切に開示いたします。また、必要に応じて、買付者等との間で大

規模買付行為に関する条件・方法について交渉し、更に、当社取

締役会として、株主及び投資家の皆様に代替案を提示することも

あります。

⑤　対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告

独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記④の当社取締役会に

よる評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案と並行して、以下

の手続きに従い、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関

する勧告を行うものとします。その際、独立委員会の判断が当社の

企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するようになされるこ

とを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執

行を行う経営陣から独立した外部専門家（投資銀行、証券会社、フ

ィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタン

トその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができるものと

します。なお、独立委員会が当社取締役会に対して以下の(ⅰ)又は

(ⅱ)に定める勧告をした場合には、当社取締役会は、当該勧告の事

実とその概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、

速やかに情報開示いたします。
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(ⅰ)買付者等が本プランに定める手続きを遵守しない場合

独立委員会は、買付者等が本プランに定める手続きを遵守し

なかった場合、原則として、当社取締役会に対し対抗措置の

発動を勧告します。

(ⅱ)買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合

独立委員会は、買付者等が本プランに定める手続きを遵守し

た場合には、当社取締役会に対して対抗措置の不発動を勧告

します。

ただし、本プランに定める手続きが遵守されている場合であっ

ても、当該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を

著しく損なうものであると認められ、かつ対抗措置の発動が相当

であると判断される場合には、例外的に、当社取締役会に対し対

抗措置の発動を勧告することがあります。なお、別紙４に掲げる

いずれかの類型に該当すると判断される場合には、当該大規模買

付行為は当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうもので

あると認められる場合に該当するものとします。

⑥　取締役会の決議

当社取締役会は、上記⑤に定める独立委員会の勧告を最大限尊重

するものとし、当該勧告を踏まえて当社の企業価値・株主共同の利

益の確保・向上という観点から速やかに対抗措置の発動又は不発動

の決議を行うものとします。

当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が対抗

措置の発動であるか不発動であるかを問わず、速やかに当該決議の

概要その他当社取締役会及び独立委員会が適切と判断する事項につ

いて情報開示を行います。

⑦　対抗措置の中止又は発動の停止

当社取締役会が上記⑥の手続きに従い対抗措置の発動を決議した

後又は発動後においても、(ⅰ)買付者等が大規模買付行為を中止し

た場合又は(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事

実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の

確保・向上という観点から対抗措置の発動が相当でないと認められ

る状況に至った場合には、対抗措置の中止又は発動の停止を行うも

のとします。
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当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに当該決議の概

要その他当社取締役会が適切と判断する事項について情報開示を行

います。

⑧　大規模買付行為の開始

買付者等は、上記①から⑥に規定する手続きを遵守するものとし、

取締役会において対抗措置の発動又は不発動の決議がなされるまで

は大規模買付行為を開始することはできないものとします。

(2) 本プランにおける対抗措置の具体的内容

当社取締役会が上記(1)⑥に記載の決議に基づき発動する対抗措置

としては、新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）の無

償割当てを行うこととします。

本新株予約権の無償割当ての概要は、別紙５「新株予約権無償割当

ての概要」に記載のとおりとします。

当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後又は発動後において

も、上記(1)⑦に記載のとおり、対抗措置の中止又は発動の停止を決定

することがあります。例えば、対抗措置として当社取締役会が本新株

予約権の無償割当てを決議した場合において、買付者等が大規模買付

行為を中止し、当社取締役会が上記(1)⑦に記載の決議を行った場合に

は、本新株予約権の無償割当てについて設定した基準日に係る権利落

ち日の前日までにおいては本新株予約権の無償割当てを中止し、本新

株予約権の無償割当ての効力発生日以後本新株予約権の行使期間の開

始日の前日までにおいては当社が無償で本新株予約権を取得する等の

方法で、対抗措置の発動を停止することができるものとします。

(3) 本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間は、平成29年９月26日開催予定の本定時株主総

会において承認が得られた場合には、当該有効期間を平成32年９月開

催予定の定時株主総会終結の時までの３年間とします。

ただし、当該有効期間の満了前であっても、当社の株主総会におい

て本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、本プランは当

該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものとします。また、

当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プ

ランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止さ
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れるものとします。

なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若

しくは金融商品取引所規則の変更又はこれらの解釈・運用の変更、又

は税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で独立

委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更する場合があ

ります。

当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変

更の事実及び（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会が適切

と認める事項について、速やかに情報開示を行います。

５．本プランの合理性

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した

「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関

する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上

の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を

充足しており、かつ、企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した

「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容等を踏

まえております。

(2) 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続

されていること

本プランは、上記３．に記載のとおり、当社株式に対する大規模買

付行為がなされる際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株

主の皆様がご判断するため、あるいは当社取締役会が代替案を提示す

るために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と

交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共

同の利益を確保し、向上させるという目的をもって継続されるもので

す。

(3) 株主意思を重視するものであること

本プランは、本定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件と

して継続されるものであり、上記４．(3)に記載したとおり、本定時株

主総会においてご承認いただいた後も、その後の当社株主総会におい

て本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、本プランも当
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該決議に従い変更又は廃止されることになります。従いまして、本プ

ランの継続、変更及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映され

る仕組みとなっています。

(4) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

本プランにおいては、大規模買付行為への対抗措置の発動等に関す

る取締役会の恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及

び合理性を確保することを目的として独立委員会を設置しております。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当

社社外取締役、当社社外監査役、又は社外有識者（実績のある会社経

営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれ

らに準じる者）から選任される委員３名以上により構成されます。

また、当社は、独立委員会の判断の概要について株主及び投資家の

皆様に適切に情報開示を行うこととし、当社の企業価値・株主共同の

利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保して

います。

(5) 合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、上記４．(1)に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動

要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取

締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。

(6) デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

上記４．(3)に記載のとおり、本プランは、当社の株主総会で選任さ

れた取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することがで

きるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買

収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻

止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスロー

ハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことがで

きないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でも

ありません。
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６．株主及び投資家の皆様への影響

(1) 本プランの継続時に株主及び投資家の皆様に与える影響

本プランの継続時には、本新株予約権の発行自体は行われません。

従って、本プランがその継続時に株主の皆様の有する当社株式に係る

法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることはあ

りません。

なお、前述の４．(1)に記載のとおり、買付者等が本プランを遵守す

るか否か等により当該買付行為に対する当社の対応方針が異なります

ので、株主及び投資家の皆様におかれましては、買付者等の動向にご

注意下さい。

(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響

当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当

てを行う場合には、別途定める割当て期日における株主名簿に記録さ

れた株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権１

個を上限とした割合で、本新株予約権が無償にて割り当てられます。

このような仕組み上、本新株予約権の無償割当て時においても、株主

の皆様が保有する当社株式１株当たりの価値の希釈化は生じるものの

保有する当社株式全体の価値の希釈化は生じないことから、株主の皆

様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体

的な影響を与えることは想定しておりません。

ただし、買付者等につきましては、この対抗措置の発動により、結

果的に、法的権利又は経済的利益に何らかの影響が生じる場合があり

ます。

なお、当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場

合であっても、上記４．(1)⑦に記載の手続き等に従い当社取締役会が

発動した対抗措置の中止又は発動の停止を決定した場合には、当社株

式の株価に相応の変動が生じる可能性があります。例えば、本新株予

約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当社が対

抗措置の発動の停止を実施し本新株予約権を無償取得して新株を交付

しない場合には、株主の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済的

価値の希釈化は生じないことになるため、当社株式１株当たりの経済

的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った株主及び投資
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家の皆様は、株価の変動により損害を被る可能性がある点にご留意下

さい。

また、本新株予約権の行使又は取得に関して差別的条件を付す場合

には、当該行使又は取得に際して、買付者等の法的権利、経済的利益

に影響が生じることが想定されますが、この場合であっても、買付者

等以外の株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益

に対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

(3) 本新株予約権の無償割当てに伴う株主の皆様の手続き

本新株予約権の無償割当て期日における最終の株主名簿に記録され

た株主の皆様は、当該新株予約権の無償割当ての効力発生日において、

当然に新株予約権者となるため、申込みの手続きは不要です。

なお、株主の皆様には、新株の取得のために所定の期間内に本新株

予約権を行使していただく必要が生じる可能性があります。（その際

には一定の金銭の払込みを行っていただきます。）

以上のほか、割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法等の詳

細については、本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議が

行われた後、当社は、その手続きの詳細に関して、適用ある法令及び金融

商品取引所規則に基づき、適時かつ適切に開示又は通知を行いますので当

該開示又は通知の内容をご確認下さい。

以　上
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別紙１

独立委員会規程の概要

１．独立委員会は、当社取締役会の決議により、大規模買付行為への対抗措置の
発動等に関する取締役会の恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客
観性及び合理性を確保することを目的として、設置される。

２．独立委員会委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立し
た当社社外取締役、当社社外監査役、又は社外有識者（実績のある会社経営
者、官庁出身者、弁護士、公認会計士、若しくは学識経験者又はこれらに準
じる者）のいずれかに該当する者の中から、当社取締役会の決議に基づき選
任される。なお、当社は、独立委員会委員との間で、善管注意義務及び秘密
保持義務に関する規定を含む契約を締結する。

３．独立委員会の委員の任期は、選任のときから３年以内に終了する事業年度の
うち最終のものに関する定時株主総会の終結の日又は別途当該独立委員会委
員と当社が合意した日までとする。ただし、当社取締役会の決議により別段
の定めをした場合はこの限りではない。

４．独立委員会は、当社代表取締役又は各独立委員会委員が招集する。

５．独立委員会の議長は、各独立委員会委員の互選により選定される。

６．独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員全員が出席し、その過半
数をもってこれを行う。ただし、独立委員会委員のいずれかに事故があると
きその他特段の事由があるときは、原則として、当該独立委員会委員を除く
独立委員会委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行う。

７．独立委員会は、以下の各号に記載される事項について審議の上決議し、その
決議内容を、理由を付して当社取締役会に対して勧告する。

(1) 本プランに係る対抗措置の発動の是非
(2) 本プランに係る対抗措置の中止又は発動の停止
(3) 本プランの廃止及び変更
(4) その他本プランに関連して当社取締役会が任意に独立委員会に諮問する事

項
各独立委員会委員は、独立委員会における審議及び決議においては、専ら当
社の企業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを
要し、自己又は当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならな
い。

８．独立委員会は、必要に応じて、当社の取締役、監査役又は従業員その他必要
と認める者を出席させ、独立委員会が求める事項に関する意見又は説明を求
めることができる。

９．独立委員会は、その職務の遂行に当たり、当社の費用で、当社の業務執行を
行う経営陣から独立した外部専門家(投資銀行、証券会社、フィナンシャル・
アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。)
から助言を得ることができる。
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別紙２

独立委員会委員の略歴（五十音順）

倉田　博光（くらた ひろみつ）

昭和63年８月 公認会計士登録

平成９年８月 センチュリー監査法人（現　新日本有限責任監査法人）代表

社員

平成14～16年度 長野市包括外部監査人

平成16～17年度 日本公認会計士協会長野県会長

平成17年10月 倉田博光公認会計士事務所開設（現在に至る）

武田　俊男（たけだ としお）

昭和37年４月 株式会社カクイチ入社

昭和40年６月 株式会社武田入社

平成６年４月 同社代表取締役社長（現在に至る）

平成６年９月 当社社外監査役

平成８年４月 信濃中野税務署管内納税貯蓄組合会長

平成14年５月 中野労働基準協会総務部会長（現在に至る）

平成20年４月 中高少年警察ボランティア協会会長（現在に至る）

平成23年５月 中高職業訓練協会副会長（現在に至る）

平成29年６月 信濃中野法人会会長（現在に至る）

中村　隆次（なかむら たかつぐ）

昭和52年４月 弁護士登録

昭和59年６月 中村隆次・田鶴子法律事務所開設（現在に至る）

平成18年４月 長野県弁護士会会長

平成22年４月 独立行政法人日本司法支援センター

長野地方事務所所長

※上記３氏と当社との間に、特別の利害関係等はございません。
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別紙３

当社の大株主の株式保有状況

平成29年６月30日現在

氏名又は名称
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

髙 見 澤  秀 茂 1,167 13.27

髙 見 澤  昭 二 667 7.58

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 416 4.73

株 式 会 社 高 見 澤 386 4.39

髙 見 澤  豊 子 350 3.98

髙 見 澤  雅 人 294 3.35

高 見 澤  吉 晴 220 2.50

髙 見 澤  達 郎 181 2.05

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 176 2.00

髙 見 澤  　 洋 175 1.99

計 4,035 45.89
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別紙４

当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる類型

１．買付者等が真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価を
つり上げて高値で当社の株式を当社又は当社関係者に引取らせる目的で当社
の株式の取得を行っている又は行おうとしている者（いわゆるグリーンメイ
ラー）であると判断される場合

２．当社の会社経営を一時的に支配して当社又は当社グループ会社の事業経営上
必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先又は顧客等の当社
又は当社グループ会社の資産を当該買付者等又はそのグループ会社等に移転
する目的で当社の株式の取得を行っていると判断される場合

３．当社の会社経営を支配した後に、当社又は当社グループ会社の資産を当該買
付者等又はそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的
で、当社の株式の取得を行っていると判断される場合

４．当社の会社経営を一時的に支配して、当社の又は当社グループの会社事業に
当面関係していない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等により処分さ
せ、その処分利益をもって一時的に高配当をさせるかあるいは一時的高配当
による株価の急上昇の機会を狙って当社の株式の高価売抜けをする目的で当
社の株式の取得を行っていると判断される場合

５．買付者等の提案する当社の株式の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収（最
初の買付けで当社の株式の全部の買付けを勧誘することなく、二段階目の買
付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式の買
付け等を行うことをいいます。）等の、株主の皆様の判断の機会又は自由を
制約し、事実上、株主の皆様に当社の株式の売却を強要する虞があると判断
される場合

６．買付者等の提案する当社の株式の買付条件（買付対価の種類及び金額、当該
金額の算定根拠、その他の条件の具体的内容（当該取得の時期及び方法を含
みます。）、違法性の有無並びに実現可能性等を含みます。）が、当社の企
業価値に照らして著しく不十分又は不適切なものであると判断される場合

７．買付者等による支配権の取得により、当社株主はもとより、当社の企業価値
の源泉である当社及び当社グループの顧客、従業員その他の利害関係者との
関係を破壊し、当社の企業価値・株主共同の利益の著しい毀損が予想される
等、当社の企業価値・株主共同の利益の確保又は向上を著しく妨げる虞があ
ると判断される場合

８．買付者等が支配権を取得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将来の企
業価値との比較において、当該買付者等が支配権を取得しない場合の当社の
企業価値に比べ、著しく劣後すると判断される場合
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別紙５

新株予約権無償割当ての概要

１．本新株予約権の割当総数
本新株予約権の割当総数は、本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決

議（以下、「本新株予約権無償割当て決議」といいます。）において当社取締
役会が別途定める一定の日（以下、「割当て期日」といいます。）における当
社の最終の発行済株式総数（ただし、同時点において当社の有する当社株式の
数を除きます。）と同数を上限として、当社取締役会が本新株予約権無償割当
て決議において別途定める数とします。

２．割当対象株主
割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有する

当社普通株式（ただし、同時点において、当社の有する当社株式を除きます。）
１株につき１個を上限として、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議に
おいて別途定める割合で本新株予約権の無償割当てをします。

３．本新株予約権の無償割当ての効力発生日
本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とします。

４．本新株予約権の目的である株式の種類及び数
本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１

個当たりの目的である株式の数（以下、「対象株式数」といいます。）は、１
株を上限として当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定め
る数とします。ただし、当社が株式の分割又は株式の併合等を行う場合は、所
要の調整を行うものとします。

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価格
本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行

使に際して出資される財産の当社普通株式１株当たりの金額は１円以上で当社
取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める額とします。

６．本新株予約権の譲渡制限
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。

７．本新株予約権の行使条件
(1)特定大量保有者11 (2)特定大量保有者の共同保有者 (3)特定大量買付者12

(4)特定大量買付者の特別関係者、若しくは(5)これら(1)から(4)までの者から
本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受け若しくは承継した者、
又は、(6)これら(1)から(5)までに該当する者の関連者13（これらの者を総称し
て、以下、「非適格者」といいます。）は、本新株予約権を行使することがで
きないものとします。なお、本新株予約権の行使条件の詳細については、本新
株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。

８．当社による本新株予約権の取得
当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が所有す

る本新株予約権を取得し、これと引換えに本新株予約権１個につき対象株式数
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の当社普通株式を交付することができるものとします。なお、本新株予約権の
取得条件の詳細については、本新株予約権無償割当て決議において別途定める
ものとします。

９．対抗措置発動の停止等の場合の無償取得
当社取締役会が、対抗措置の発動を停止した場合その他本新株予約権無償割

当て決議において当社取締役会が別途定める場合には、当社は、本新株予約権
の全部を無償にて取得することができるものとします。

10．本新株予約権の行使期間等
本新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会が本新

株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
 

11 当社が発行者である株式の保有者で、当該株式に係る株式保有割合が20％以上である者、又
は、これに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が当社
の株式を取得・保有することが当社の企業価値・株主共同の利益に反しないと当社取締役会が
認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める者は、これに
該当しないこととします。

12 公開買付けによって当社が発行者である株式（金融商品取引法第27条の２第１項に定義される
株券等をいいます。以下本注において同じとします。）の買付け等（金融商品取引法第27条の
２第１項に定義される買付け等をいいます。以下本注において同じとします。）を行う旨の公
告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準じるものとして金融商品
取引法施行令第７条第１項に定めるものを含みます。）に係る株式の株式所有割合がその者の
特別関係者の株式所有割合と合計して20％以上となる者、又は、これに該当することとなると
当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が当社の株式を取得・保有することが当
社の企業価値・株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償
割当て決議において当社取締役会が別途定める者は、これに該当しないこととします。

13 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同
の支配下にある者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者
と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお「支配」とは、他の会
社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条第３項に定
義される場合をいいます。）をいいます。
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（ご参考）
本プランの手続きに関するフロー図

買　付　者　等　の　出　現

意向表明書、本必要情報の提出

行う行わない

取締役会評価期間(最大60日若しくは最大90日)手続き不遵守の買付け

期間不遵守

取締役会による評価、意見形成、代替案立案等

独　立　委　員　会　に　よ　る　検　討

独立委員会による

発動の勧告

独立委員会による

不発動の勧告

勧告を

最大限尊重

勧告を

最大限尊重

対抗措置の発動 対抗措置の不発動

取締役会による

発動の決議

取締役会による

不発動の決議

※このスキーム図は本プランの概要をわかりやすく表示したものです。具体的な

プランの内容については本文をご参照下さい。

以　上
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第67期定時株主総会会場ご案内図

会場　長野県長野市大字鶴賀字苗間平1605番地14（長野市緑町）
高見澤ダイヤモンドビル　９階会議室
TEL.　026―228―0111

長
野
県
庁

82
プ
ラ
ザ
長
野
ビ
ル

ロ
イ
ヤ
ル
ホ
ス
ト

緑
町
通
り

至
上
越

至
長
野
東
I.C

長
野
市
役
所

高
見
澤
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
ビ
ル

駐
車
場

N
T
T
ド
コ
モ

富
士
火
災
ビ
ル

緑
郵
便
局

長
野
大
通
り

み
ず
ほ
BK

な
が
の
東
急

八
十
二
BK
本
店

バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル

至
松
本

至
上
田

至
善
光
寺

中
央
通
り

長
野
電
鉄(

地
下
鉄)

長
電

長
野

駅

R19

R
18

N
JR長

野駅

昭和通り

市
役
所
前
駅

当
社

(

会
場)

交通機関　・ＪＲ、長野駅善光寺口下車　徒歩約15分

・長野電鉄、市役所前駅下車　徒歩約３分

・お車ご利用の方

長野市役所隣り（２つ目のビル）当社駐車場をご利用ください。

地図




